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1.は じめ に
WTO(世 界 貿易機 関)は,自 由貿易 の推 進 を目的 と して,GATr(関 税 な らび に貿易 に関す
る一般協 定)な らび にそれ を補完 す る貿易協 定 を多 国間で締結 し,紛 争 処理 を円滑 に行 うため
の機 関 と して1995年に設立 された。原加盟 国 は128力国であ ったが,WTO設 立 後 に17・力国が
加 盟 し,2004年4月現在,加 盟 国 は147力国 に達 して いる(WTOに つ い ての基本 デー タは,
h・wwwmofao'mo掘aikowtodataattiihtml・h・wwwwtoorを 参照)。
冷戦 時代 にお いて は,GATrは 西側資 本主義 諸国 の経済協定 とい う性 格 を持 ってお り,社 会
主義 諸 国の多 くはGATTに加 わ ってい なか った。例外 は,ハ ンガ リー,ポ ー ラン ド,ル ーマ ニ
ア,ユ ー ゴス ラ ビアの4力 国で ある。そ の うちハ ンガ リー,ポ ー ラン ドは,東 欧の経 済改革先
進 国であ り,ル ーマ ニア,ユ ーゴス ラビアは東 欧 にあ りなが らソ連の影響 圏 か らはず れてお り,
いず れ も比較 的濃密 な経 済関係 を西側諸 国 との 間に取 り結 んでい た。
1989年の東 欧革命 後,チ ェ コ,ス ロヴ ァキ ア,ス ロ ヴェニ アがい ち早 くGATT加 盟 を果 た
した。
い くつか の移行 経済 諸国 は,WTO設 立後 に加 盟 して いる。 ア ジアで は,中 国,モ ンゴル,
東欧 では アルバ ニ ア,ア ル メニ ア,ブ ルガ リア,ク ロアチ ア,マ ケ ドニ ア,そ して,旧 ソ連 諸
国で は,エ ス トニ ア,リ トアニ ア,ラ トヴ ィア(バ ル ト三 国),グ ル ジ ア,キ ル ギス,モ ル ド
ヴ ァ,ア ル メニア(以 上4力 国はCIS加盟)が そ うであ る。
さ らに,現 在,加 盟 交渉 中の移行経 済諸 国が9力 国あ る。 ア ジアではベ トナ ム,東 欧 ではボ
スニ ア ・ヘ ル ツェ ゴヴ ィナ,旧 ソ連諸 国で は アゼルバ イ ジャ ン,ベ ラル ー シ,カ ザ フス タン,
ロ シア,タ ジキス タン,ウ ク ライナ,ウ ズベ キス タ ンであ る。
一般 的 に言 って,移 行経 済諸 国が グ ローバ ル な市 場経 済体制 に参入 す るため に,WTOに 加
盟 しよ うとす る こ とは 自然 なこ とで ある。 また,WTO加 盟 国側 か ら して も,移 行経 済諸国が
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WTO協定に従 う貿易パー トナーとなることは望ましい。
移行経済諸国の中で,中 国を除けば最大の経済力 を持つロシアの加盟交渉は,1993年の加
盟申請から10年以上を経過 して もまだ終結 していないが,最 近 になって,2004年度中には交
渉が終わるとい う見通 しが強 まってきた。
本稿は,ロ シアのWTO加 盟交渉の現状 とこれまでの経緯,ロ シア国内でのWTO加 盟問題
についての論調を検証することによって,な ぜこれほど加盟が遅れたのか,な ぜ今交渉は妥結
しそうなのかを考え,そ のことを逼 じてロシアの経済 ・企業の特質の一端 を明 らかにしようと
するものである。
2.加 盟 交 渉 の 現 状
ロ シアは1993年6月にGATT(関 税 な らび に貿易 に関す る一般協 定)へ の加盟 申請 を受理 さ
れ,加 盟 の ための作業 部会(WorkingParty,WP)を設置 され た。 このWPの 参 加 国は現在67
力国で あ る。1994年3月,ロ シア は自国の貿易 制度 を説 明す るメモ ラ ンダム を提 出 した。1995
年1月 にWTOが 設 立 され る と,こ のWPは ロ シアのWTO加 盟 に関す るWPに 改組 され,同 年
7月 に第1回WPが 開催 され た。 そ れ以後,2004年8月 まで に計23回 のWP会 合 が 開催 され て
きた。 この 間に,WP会 合 の ほか に2国 間交渉 も頻 繁 に行 わ れて きた。2002年3月か らはWP
報告 書案 をめ ぐる交 渉の段 階 に入 っ てお り,報 告書 案 は修 正 を重 ね,第5次 案 につい て審議 さ
れ て い る と こ ろ で あ る(加 盟 申 請 以 後 の 経 過 の 詳 細 は,
htt.wwwwtoorenlishthewtoeaccealrussieehtm・htt・wwwwtorurussiaas?f=
幽 な ど)。WP報 告書 が採択 され れば,加 盟が事 実上,承 認 される ことになる。
2002年12月の第17回WPに お ける総括 演説でWP議 長 は,「ロシア副首相 ク ドリンの交渉加速
化 の要請 にこたえて,われわれは来年前半の作 業 プログラム を加 速化 させ ることで合意 してい る」
と述べた(h・wwwwtoorenlishnewsenewsO2eaccessionrussian18decO2ehtm)。
交渉の実務 を担 うロシア経済発展貿易省通商政策 ・多国間交渉部は,2004年1月の時点で,
「2003年に精力的な交渉が進められた結果,ロ シア代表団は,加 盟交渉の最終段階に入 ってい
る」 と述べた(h・wwwwtorurussiaas,f」dela&t=11)。
2004年2月5日の第22回WP会合終了後の2月6日,ロ シア側交 渉団長 メ ドヴェー トコフ
(経済発展貿易省副大臣)は,「2004年中に交渉が終了するかもしれない」 と述べた。ただ し,
その後,加 盟議定書をロシア議会 とWTO閣僚理事会で批准する手続 きがあ り,2004年中の加
盟は不可能,と 述べた。WP会長 も,「良い方向での進展があ り」,議論は 「積極 的な雰囲気」
で行われたと述べた。会長はまた,WTO早期加盟のためのロシアの努力は,WTO加盟国から
幅広い支持を得てお り,「われわれは作業を加速せねばならない し,ま さにそのようにしようと
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い う断固た る意思 を持 ってい る」 と述べた(htt・wwwwtorurunewsas?msid=7759)。
2004年4月1日の 第23回WP会 合 後 に もメ ドヴェー トコフは,「主要 な交渉 は2004年中に終
わ るだろ う」(htt・wwwwtorurunewsas?msid=8171)と述 べ た。 ただ し,交 渉終結 時
期 の予 測 につ いて,「保守 的 な予 測で は,私(1957年 生 まれ一加 藤)が 年金 をも らうと き(60
歳一 加 藤)ま で には終 わ る。楽観 的 な予 測 を言 うの は難 しい。 とい うρ は2003年には,2004
年 には交渉 を終 え るだろ う と思 ってい た し,1996年には,1997年に は終 えるだ ろ うと思 って
い た。 どれ も実現 しなか っ た」 と も述 べ て お り,ま だ残 って い る問題 をい くつ か指 摘 した
(htt・wwwwtorurunewsas?maid=8202)。
2004年4月19日,財 務大 臣 ク ドリンは,「 ロシアのWTO加 盟 問題 に関 す る政 府委員 会の座
長 をフラ トコー フ首相 が務 め るこ とにな った」 と述 べ た。 そ の理 由は,「交渉最 終段 階 にお い
て,ロ シアの全 利害集 団 をま とめ る必 要があ るか ら」 とい うこ とであ った。
2004年4月27日に ク ドリンは,2004年春 にEUと の交渉 が完了 し,同 年 中 には米 国 ならびに
そ の他 の国 々 との交渉 が終 わ る とい う見通 しを述べ,「 われ われ は議 定書 の決定 に近づ いてい
る。 そのあ とWTO事 務 局 による事 務作業 があ るが,も はや この過程 が後戻 りす ることはない。
わ れわれ はロシ ア経済 の開放へ の新 しい一 歩 を踏 み出す であ ろう」 と述べ た。
5月21日,ロ シアの二 国間交渉 のなか で も最 も困難 と見 られて いたEUと の交 渉が決着 した。
日本,米 国 な どとの交 渉が まだ残 ってい るが,6月11日 に,主 要国首脳 会議(サ ミッ ト)の 議
長総括 にお いて,「 ロ シアのWTO加 盟 に向 け た最 近 の進展 を歓 迎 した」 との文 言 が盛 り込 ま'
れ た(htt・wwwmofao'mofa●aikosummitseaislandO4soukatsuzhtml)。
このようにして,2006年ごろにはロシアのWTO加 盟が可能にな りそうな情勢であるが,そ
れにしても加盟申請から加盟までに13年を要することになる。さらに,い っそうの紆余曲折
がないとは断定できない。
そこで次に,長 期 にわたるロシアのWTO加 盟交渉の主要分野 は何であったかを見てみ よ
う。
3.加 盟 交 渉 の 主 要 分 野
ロ シ ア 経 済 発 展 貿 易 省 通 商 政 策 ・多 国 間 交 渉 部 の2004年1月 作 成 資 料
(htt●wwwwtorurussiaasりf=dela&t=11)によれば,ロ シアのWTO加 盟 交渉 は,次 の4つ
の主要分野 に関 して行 わ れて きた。以 下,そ の他 の資料 も参照 しなが ら,交 渉 の状 況 をま とめ
てみ る。
(1)関税交渉。その焦点になっているのは,輸 入関税率の上限(譲 許税率)で ある。ロシ
アが現在,ど のような案を提示 しているかは不明だが,2002年時点では,次 の ような案であ
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った。加重平均関税率では,WTO加盟時に(2002年水準 より高い)16-17%までいったん上
げ,7年間の移行期間後にこの率 を10%まで下げるという案である(PAHHH目C,cTp.85)。
これは,近 年WTOに 加盟 した他の移行経済諸国と比べてそれほど高 くない水準である(金野,
2002,8頁)が,WTO加盟に際 していったん上げるとい うのは特異である。問題 になってき
た分野は,農 産物,薬 品,家 具,航 空機,自 動車などである。
(2)農業問題交渉。関税問題のほかに,「イエロー補助金」(相殺措置の対象となる補助金)
枠内の農業補助金の許容額,工 芸作物 ・食料品に対する輸出補助金の水準が交渉の対象 となっ
ている。ロシアは,農 業に対 して年15億ドルの補助金を出 しているが,そ れをまず170-200
億 ドルに増や し,その後,減 らしていくとい う提案 をしている。この提案 は,原 則として補助
金 を認めないWTO諸 国の原則的立場 との隔た りが大きい(Grinberg,2004,p.255)。
(3)サー ビス市場 アクセス交渉。その 目的は,ロ シア市場への外国サプライヤーのアクセ
スの条件 を合意することである。金融,電 気通信,運 輸といったロシアにとって 「センシティ
ヴな」部門が交渉の中心 となってきた。
(4)制度問題交渉。この交渉では,ロ シアがWTO加 盟国 としての自己の任務 を果たすた
めに法制度 とその施行の分野で実施 しなければならない措置が定められる。この分野全体での
WTO加盟国の要求は3つに分けられた。
(a)ロシアの法制度 と法の運用状況 をWTOの規範 規則に合致 させること。すなわち,
顧
マ ラ ケ シ ュ 協 定(WTO設 立 協 定)と そ の 付 属 書1-3
(http://www.mofa.gojp/mofaj/gaiko/wto/2-a.html)を受諾 し,そ れを実効性 あるものにする
こと。WTO加盟国が主 として懸念 しているのは,関 税分野の現行法の一連の規定の運用,非
関税的方法ならびに衛生植物検疫措置の領域での輸入品に対する過剰 な要求,産 業への補助金
の制度などである。交渉参加国は,こ れらの領域でのWTOの規定 を加盟 と同時に無条件で充
足することを要求 している。 これは,す べての加盟申請国に対する 「標準的な」要求である。
(b)WTOによって基本的に認められた貿易分野での規制のい くつかの要素をロシアが採用
すること。 これは,WP報告で定められる明示的な義務(「交渉要求」)となるか もしれない。
(c)WTO多国間通商協定の義務には明らかに入 らない,WP参 加各国の要求(「WTO+」
の要求)。すなわち,政 府調達,民 間航空機貿易に関する義務的でない協定,エ ネルギーの内
外価格差の解消,輸 出関税の廃止など。
4.加 盟 に向 け た国 家機 関 の 国 内 的取 り組 み
前述のように,ロ シアがWTOに 加盟申請を受理 されたのは1993年のことであるが,加 盟が
ロシア国内で現実的な問題になって きたのは,2002年のことだと言 ってよかろう。それは,
一 ロシアにおけるWTO加盟問題 一 39
ひとつには,同 年3月 にWP報 告書案が提示 されたことに表れそいるが,も うひとつには,4
月にプーチン大統領が年次教書演説で,WTO加盟の必要性についてかな り詳 しく述べたこと
にも表われている(「プーチン大統領2002年教書演説」44-45頁)。
2002年以後,国 家機関がWTO加 盟問題 にどのように国内的に取 り組んで きたかを,主 とし
て,ロ シア経済発展貿易省通商政策 ・多国間交渉部の2004年1月作成の前述の資料 によって見
てみよう。
まず,交 渉過程の調整は,ロ シア連邦政府のWTO問 題委員会が担当して きた。この委員会
の座長はク ドリン副首相兼財務大臣(4月の内閣改造で副首相を辞任)で あったが,前 述のよ
うに,2004年4月にフラ トコーフ首相 に交代 した。 この委員会にはすべての主要国家権力機関
と社会団体の代表が入 っている。.WTO加盟交渉におけるロシア政府代表団の団長は,経 済発
展貿易省副大臣メ ドヴェー トコフである。
WTO加盟のためには加盟交渉が重要であることは言 うまでもないが,交 渉だけによって加
盟が決 まるわけではない。加盟に向けて国家機関が行うべ き主要な国内活動は,ロ シアの法律
をWTOの基準 ・規則に合致するように整備することである。
この点にかん しては,2001年8月8日付けロシア政府命令第1054-r号(2002年6月21日付 け
命令第832号の版で)に より,「ロシア連邦法律をWTO基準 ・規則へ整合させるための諸措置
の計画」が承認 された。 この計画は,法 的基礎 をWTO諸規定に合致 させるという問題 を全体
として解決で きるようにするための一連の法案の策定 を定めていた(詳 細 は,金 野,2002,6
頁)。
また,知 的財産権保護の領域の法律 をTRIPSに合致 させ るために,ロ シア特許 ・商標庁
(「ロスパテン ト」)は関係省庁 とともに,「ロシア連邦特許法」,「商標 ・サービスマーク ・原産
地表示について」,「集積回路配置図設計の法的保護 について」,「コンピューターのプログラム
な らびにデータベースの法的保護について」,「著作権ならびに著作 隣接権について」の5つの
連邦法の改正案 を作成 した(http://www.wto.ru/documents.aspP卜analitica1&t=14)。
実際の立法活動は2003年に大 きく進展 した。「関税法典」,連邦法 「技術規制について」,連
邦法 「貿易の国家規制の基礎 について」,連邦法 「商品輸入の際の保護,ア ンチ ・ダンピング,
補償のための諸措置について」,連邦法 「外貨規制 ・外貨管理について」が採択 された。また,
知的財産権関連の56の 法律の うち,「著作権」法を除 く4つの法律は,2002-2003年に改正 を
終 えた(httwww五srundoczakonshtm)。
交渉団長のメ ドヴェー トコフは,2004年4月23日に,「法整備は99%終わった」 と述べてい
る(http://www.wto.ru/ru/news.asp2msg_id躍8456)。
2000-2003年に経済発展省は,さ まざまな専門家団体,輸 入業者団体,製 造業者団体 と,交
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渉におけるロシアの立場 を議論するための会合を約500回開いてきた。ロシア工業家 ・企業家
同盟,商 工会議所,そ の他の財界団体,研 究機関 ・社会団体代表 とは,定 期的に協議の場をも
っている。
地方的な協議会 「ロシア,WTO,そ してロシア財界の利益」は,2002-2003年だけで90回以
上 開催 されている。すべての連邦管区 と30以上6?連邦主体において開催 されてお り,組織者
は経済発展省である。下院の複数の委員会,ロ シア工業家 ・企業家同盟,商 工会議所,地 方の
行政 ・立法機関が参加 した。
最近2年 間に,研 究機関,財 界団体の参加により,ロ シアのWTO加 盟の社会 ・経済的影響
を評価するための共同研究の報告書が10以上作成された。
以上のように,ロ シア国家機関はWTO加盟 に向けてWTO加 盟諸 国と交渉を進め,法 制度
を整備するかたわら,国 内の諸団体 との意見交換 を積極的に行って きた。それは,WTO加盟
問題が ロシア経済にとって重要であると同時に,早 く加盟すればそれだけよいというような単
純 な問題ではない,と考 えられてきたからである。
5.加 盟 効 果 の予 測
WTO加盟がロシア経済に与える効果を予測 した文献は多数あ り,文献間で視点 ・評価 の差
はあるが,予 測そのものに大 きな相違はなく,つ ぎの6点が加盟効果 として予測 されていると
言 ってよかろう(加藤,2004)。
①2010年までの予測では,WTO加盟 による貿易 自由化は経済成長にほとんど影響 を及ぼさ
ない。天然資源を主要輸出産品とするロシアの貿易構造がその背景にある。②短期的な国民経
済への衝撃を和 らげるためには,関 税率 を加盟後数年間,引 き上げることが必要である。③製
造業のい くつかの部門は深刻な打撃を受ける可能性がある。保護が必要な部門 もある。④ サー
ビス業への影響は基本的に好 ましいものである。ロシアのサービス業は若 く,発達が遅れてい
るので,外 国企業が進出 してきた とき,厳 しい競争 にさらされることになるが,外 資 との提携
によって発達が促 されるし,また,ロ シア企業の独 自性 を発揮する可能性 もある。⑤ハイテク
産業への影響 も好 ましいものである。 ここで も外資導入は必要である し,また,WTO協 定 に
よりロシア企業の知的財産権が保護されることも必要である。⑥CIS諸国間の経済関係への影
響 は多義的である。WTOの最恵国待遇原則 との関係で,CIS諸国間の経済関係が傷つかない
ように注意する必要がある。
6.加 盟 問 題 に 関す る諸 見解
以上のように,WTO加盟はロシア経済全体に長期的に良い影響 を与えるが,短 期的,ミ ク
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ロ的には深刻な影響 も予想 される。 したがって,こ の問題 をめ ぐって 「鋭 い論争」が起こり,
「論争相手の人形を燃やす」 ほど加熱することがあった(「プーチ ン大統領2002年教書演説」
44頁)のは,想 像に難 くない。
前述のようにプーチ ン大統領は2002年教書演説において,WTO加盟問題についてかな'り詳
しく述べたが,そ れをまとめると次のようになる。①WTO加 盟は,ロ シアが世界市場での国
益 を守るための道具である。現状では,ロ シアは世界貿易の規範形成過程から閉め出されてい
る。②WTO加 盟 によ りロシアの世界市場への統合が進むことは,ロ シア企業の競争力強化 に
役立つ。③保護主義に閉 じこもる国や企業 には将来性がない。④ ロシアの企業 ・社会がWTO
加盟から負の影響 を受けないよう,国 が全般的な準備 ・支援 を行 う。⑤実業界,地 方 自治体,
労働界その他各層 と継続的に意見調整をする。
ロシア社会が この問題をどの ように受け止めているのか,各 界の意見 を概観 してみよう。
まず,「ロシア工業家 ・企業家同盟」の見解 について見てみ よう。 これは,ロ シアの最:有力
実業家が結集する財界団体 であ り(加藤,2002,115-117頁),政府のWTO加 盟政策に最 も直
接的に関与 してきたと推測 される。「同盟」の第12回大会(2001年6月21日)決定には 「ロシ
アのWTO加盟はわが国の経済 ・社会発展の戦略的利害 に沿っている」 と題する文書が付属 し
ていた(http://www.rsppr.biz/articles?fid=63)。この文書の中では,次 の4点が指摘 されてい
る。①WTO加 盟は,世 界分業にロシアが より良く参加するために必要である。②加盟交渉の
過程で,国 民的利益を守 らねばならない。③加盟交渉は,農 業,航 空機製造業,自 動車製造業
をどうするかという問題 と絡.まっている。④ ロシア実業界は,WTO加 盟で得 をしなければな
らないのであって,損 をしてはならない。
第13回大会(2003年11月)では,ヴ ォリスキー会長が報告のなかでWTO加 盟問題に関連
して,概 略,次 のように述べた。① この問題 に関 して政府 と実業界の協力が うまくいっている
ので,こ れを継続する必要がある。②WTO加 盟は,輸 出面ではロシアに有利だが,航 空機工
業,自 動車工業,消 費財部門,銀行,保 険業には圧力 となる。さらに,農業の国家支援の削減,
電力 ・ガスの内外価格差の解消などの,ひ どい要求がWTO諸 国か ら出されている。③経済の
対 外 開放 は必 要 だが,段 階的 に行 うべ きだ し,産 業政 策 を策定 ・実 行 すべ きであ る
(httwwwrsrb嬢articles?fid=7E&aid=632。)
同大会の大会文書のなかに,「ロシアWTO加盟問題 ・関税改革ワーキンググループ」の報
告書がある。このワーキンググループの座長モルダショーフは,ワ ーキンググループの活動 に
ついて,次 の ように述べている。①2001年に 「同盟」内にこのワーキンググループが設置 さ
れた。そこには,経 済発展貿易省の専門家,業 界団体,企 業経営者 など総勢200人が加わって
いる。② 「実業界代表 としてはじめて,下 院での法案作成 と審議 のすべての段階に合法的に参
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加 し,公然 と自己の利益を主張する可能性 を得た。」③外国の財界団体,WTO,国 連機関など
とも意見交換 している。④ 国内でのセミナーの開催等を通 じて,情 報伝達,意 見交換 を行って
いる(http://www.rsppr.biz/articles?fid=135&aid=109)。
2004年4月19日の報道によると,モ ルダシ ョーフと 「同盟」副会長ユルゲンスはWTO早期
加盟に賛成の意向を表明 した。モルダショーフは,「政治的意思 と創造性を発揮すれば,し か
るべ き期 間内に交渉が大 きく進展する見込みがある。われわれはそれが年単位でなく月単位で
あってほしい と思 う」 とし,「競争だけがロシア経済の効率性 と人々の生活水準 を高める」 と
述べた。航空機製造,自 動車工業,家 具製造業,農 業分野での懸案の問題の解決への期待を表
明 し,「わ れわ れは,技 術 的 ・組織 的 に,積 極 的に対処 す るつ も りがあ る」 と述べ た
(http://www.rgwto£om/archive/qsp/id/5337/full_mode/1)。
もうひとつ有力な財界団体 として,「ロシア商工会議所」がある。これは,「ロシア工業家 ・
企業家同盟」 と比べて幅広い財界人を結集 している。すなわち,「垂直的」 には中小企業か ら
大企業 まで,「水平的」には,す べての産業一工業,商 業,農 業,金 融 サービスな ど一 を包
括することを特徴 とする組織である。役員構成を見ると,「ロシア工業家 ・企業家同盟」 と一
部重なっている。商工 会議所 も,ロ シアのWTO加 盟の準備過程で,「中心的な役割」を担っ
て お り,ロ シア政府WTO問 題委員 会 な らびに ロシア交渉 団 と積極 的 に協 力 してい る
(h・wwwtrfruんmain/inform1)。
商工会議所は,2002年に 「ロシアのWTO加 盟について」 とい う文書を発表 してお り,2004
年5月現在 もインターネット上に公開 している(http://www.tpprfru/ru/vto.shtm1)。この文書
は,次 のように述べている。①戦略的にはロシアはWTOに加盟 しなければならない し,ロ シ
ア実業界の最終的な選択 もそうでなければならない。② しか し,WTOの基準,規 則 はロシア
実業界にとってまった く新 しい組織 ・法的環境を作 り出すので,実 業界には不安がある。②加
盟 して も輸出は増えず,外 国か らの輸入は増えて,多 くの品目で競争が激化する。・③ 国家レベ
ルでも準備ができていない。国は明確な産業政策をもっていない。すなわち,どの国内産業が,
どの程度,保 護,奨 励を必要 としているのか,考 えていない。国が実業界に対 して外国貿易情
報 を提供するシステム を持 っていない。国の輸出奨励制度が事実上機能 していない。国が,関
税収入の減少を法人税 の引き上げで補填 しないという保証がない。④WTO諸 国は,ロ シアの
法律のWTO基 準への合致を急 ぐよう要求 し,また,義 務的でない協定にも加盟 させようとす
るなど,態 度が予想以上に厳 しい。
商工会議所が最近この問題 にどのような態度をとっているかは明 らかでない。
また,「ロシア商品生産者同盟」 という財界団体が行 った506工業企業のアンケー ト調査
(2002年5月に発表 された報告書に引用)の 結果が知 られている(>KypHa刀・∂KcnepT》雌p.,
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2002,cTp.39-40)。それによれば,適 当な加盟時期に関する回答で,「2002-2003年」 と答えた
者が10.7%,「2004年」が5.1%,「2005年」が12。3%,「2006年以降」が72.0%であった。 ま
た,WTO加 盟の際に企業が直面する問題に関する回答で多かったものとしては,一「自然独占
(エネルギー)の サービス ・製品の価格の高騰」 と答 えた者が45%,「老朽化 した設備 ・技術」
が39%,「近代化資金の不足」が28%,「価格競争力の低 さ」が24%などであった。
全体 として実業界 は,2002年,WTO加盟交渉が本格化 し始めた時点では,「総論賛成,各
論反対」の態度 をとっていたが,積 極的に政策形成に参加することにより,国 内体制整備 と加
盟交渉 に対 して影響力 を行使 し,4年を経た現在の条件では,加 盟 に賛成 しているようであ
る。
労働界では,「ロシア独立労働組合連合」が組織率52%という最大組織であ り,ロ シアにお
け る政 労 使 の 「社 会 的 パ ー トナ ー シ ッ プ」 の 労 働 側 代 表 組 織 の ひ とつ で もあ る
(httwwwfhrorruFNPRreview2htm;http://www血pr.org.ru/?cat=4&nid=379)。2003年
2月21-22日に,「ロシアのWTO加 盟の経済的 ・社会的結果」 という政労使協議会が開催され
,てお り,そ こで,「連合」議長のシマ コフが報告 した内容が公表されている。その内容 は以下
の ようであった。① ロシアのWTO加 盟は世界経済への統合のために必要な前提条件である。
しかし,現 在の国民経済の状況下では,WTO加盟は優先課題ではない。②加盟 に備えて して
お くべ きこと一住民所得 を引 き上げるための国家政策の策定,産 業政策の確定,効 果的な社会
政策の形成など一がある。③(資 源産業以外の)諸 部門の大多数の企業は,競 争力が低いまま
であり,国 内市場を無制限に開放すれば,大 量の企業閉鎖 と大量失業 を招 く。④ ロシア交渉団
は,次 の条件を確保すべ きである一発展途上にある戦略的に重要な国民経済諸部門の保護,農
業の国家支援制度の最大限の維持,工 業における固定資本更新のための移行期間(8・10年)の
設定。⑤2001年8月の三者委員会会議の決定では,経 済発展貿易省は,加 盟交渉の具体的方針
を明 らかにし,加盟が労働市場に与える影響についての調査 を行 うはずであったが,こ の決定
は実行されていない。⑥WTO諸 国は通常のダンピングだけでなく,社会的ダンピング,環 境
的ダンピングの概念を導入 しようとしているが,そ のことに関連 して財務大臣グレフは,(賃
金を上げた り,環境対策費を増額するのではなく)で きるだけ早 く今後の貿易 自由化交渉に参
加すること(すなわち,これ らの概念の導入にブレーキをかけること)が必要だと述べている。
このような論理は労働組合 として受け入れられない。⑦政府はWTO加盟の社会的影響の分析
をまった く行っていない。交渉団も貿易問題の専門家ばか りで,輸 出の増大 とい うような問題
ばか りに注目している。⑧電気,ガ ス,輸 送などの価格の上昇は,国 内製品の価格を上げるの
で,非 常 に深 刻 で あ る。 ⑨ILOの 見 解 もわ れ わ れ の 立 場 と完 全 に 一 致 して い る
(http://www.fhpr.org.ru/?cat=4&nid=379)。
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このように,労 働界 も 「総論賛成」ではあるのだが,政 策形成過程 に関与できず,労 働者の
立場が軽視 されていると受け止めてお り,加 盟交渉の内容が知 らされていないこともあって,
WTO加盟に強い懸念 を抱いているようである。
以上のことから,ロシアの国内世論の大勢 は,ほぼ次のような態度をとっていると言えよう。
す なわち,①WTO加 盟は原則的に必要である。②加盟の直接的利益,あ るいは未加盟の直接
的不利益 は顕著でない。③資源産業を除 く多 くの産業が競争激化による打撃を受ける懸念があ
る。④打撃を少なくするためには,加 盟時期,加 盟条件 を慎重 に選ぶべ きだ。
7.加 盟 問題 とロシ ア 自動 車 業界
特 に,競 争激化にさらされそうで,し かも国民経済への影響が大 きい業界 として,農 業,航
空機製造業,自 動車製造業が常に挙げ られている。これらの産業の業界 は,い まや目前 に迫っ
たと見 られるWTO加盟に備えて どのような施策をとってきただろうか?こ こでは,自 動車業
界を取 り上げてみよう。
ソ連の自動車の年生産高が最高 を記録 したのは1987年で,生 産台数230万台であった。うち
200万台はロシアで生産された。 ところがその後,市 場経済化の過程で生産が落ち込んだ。乗
用車の生産台数は1990年の110万台から1994年には80万台にまで減少 した。その原因は,経
済全体の不況 と混乱,需 要の減退,投 資資金不足による設備の老朽化,消 費者のニーズへの不
適応 などであった。1995年ごろから経済の安定化 と所得の向上 によ り自動車産業は息を吹 き
.返した。 しか し1998年までには,新 しい問題 に直面 した。それは,マ クロ経済の混乱がなお
続いてお り,しかも自動車産業の構造的な問題が克服 されていない状況下で,政 府のルーブル
安定化政策の影響 もあって,価 格が6000-8000ドル台まで上がったことである。品質の悪いロ
シア車が この価格では,消 費者は外国車,と くに中古車のほうを選 んだ(Ashrafian&Richet,
2001,pp.32-33)。
1998年のルーブル切 り下げでロシア車は2000-4000ドルまで下がったので,価 格競争力がつ
き,ま た生産台数が増え,2003年の 自動車生産台数は101万台になった(『ロシア東欧経済速
報』2004年4月5日号)。しか し,新 型車の投入 も,モ デルチェンジもせず,製 品の信頼性 ・
快適性にも劣るロシア車が,価 格の安 さだけを武器に している状況であ り,国民の購買力が高
まった り,輸入車(と くに中古車)の 関税率が下がると,再 び苦境に陥る可能性が高い(坂 口,
2003,p.16)。
この ように して,ロ シア自動車産業はWTO加盟で最 も打撃 を受ける可能性の高い産業のひ
とつと言われているのである。
図に見 られるように,ロ シアの乗用車市場で圧倒的なシェアを持つのはAvtoVAZ(ヴォルガ
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図2003年 のロシアのメーカー別乗用車生産台数(1,000台)
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自動 車工 場)で あ る。2位 のIzh・Avto(イジ ョフス ク 自動車 工場)も,AvtoVAZの経営 幹部 が
事実 上 のオー ナー といわれて いる。 この2社 で76.8%のシェア を占めてい る。AvtoVAZ経営 陣
に よるWTO加 盟 に対 する見解 は明 らか で ないが,AvtoVAZ社の2002年年次報 告書 を見 ると,
2つの点 が注 目され る。 ひ とつ は,同 社 が 政府 に働 きか けた結果 と して,「 ロシア 自動 車工業
発展 の コ ンセプ ト」 と題 す る政 令(2002年7月16日)が 出 された とされて い る こ とで ある。
もうひとつは,米 国GM社 との合弁企 業GM-AvtoVAZが生産 を開始 した ことで ある。政令 の
なか では,特 にWTO加 盟 に関連 して,外 車 の輸入 関税 を7年 間変更 しない こ とが定 め られ て
いる。 また,GM-AvtoVAZはChevrole←Nivaとい うオ リジナル車 を2003年には2万5200台生 産
してお り(http://www.gmeurope.com/1123。html),2005年までにAstraを2万5000台,Nivaを
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7万5000台生産する計画 となっている(BusinessWeekOnline,December29,2003)。
この ようにAvtoVAZ社は,保 護関税,な らびに外資 との提携 による技術革新 を通 じて,
WTO加盟の衝撃 を乗 り越えようとしているものと推測される。
ロシア国産車 シェア第3位のGAZ(ゴーリキー自動車工場),第5位のUAZ(ウリヤーノフ
ス ク自動車工場)は2000年にそれぞれ 「シベ リア ・アル ミニ ウム」,「セーベルスターリ」(鉄
鋼)と いう天然資源関連の新興有力企業グループの傘下に入っている。いずれも中核会社での
巨大 な利益 を自動 車工場 に投 資 してお りリス トラクチ ャリ ング効 果が期 待 されてい る
(Ashra血an&Richet,2001,pp.34)。また,両グループともに中核会社が輸出産業に属するので,
WTO加盟に反対 というスタンスは取 りがたいであろう。さらに,「ロシア工業家 ・企業家同盟」
の 「WTO加盟問題ワーキンググループ」座長のモルダシ ョーフは,「セーベルスターリ」社長
であ り,かれは,自 動車産業の利害をも考慮 しつつ,ロ シア政府のWTO加盟政策の形成に影
響力 を行使 して きたであろう。
以上のように,ロ シア自動車業界の有力企業は,政府への働 きかけ(保 護政策の要求,加 盟
交渉への影響力行使)を 行 うと同時に,経 営体力の強化(外 資 との提携,巨 額投資 によるリス
トラクチャリング)を 進めて きてお り,そ の結果,現 在では,関 税等の条件でWTO加 盟諸国
との交渉が整えば,WTO加盟は容認で きると判断 したと推測 される。
8,お わ りに
以上,ロ シアのWTO加 盟交渉の現状 とこれまでの経緯,ロ シア国内でのWTO加 盟問題 に
ついての論調 を検証 して きた。
そこで,ま ず,な ぜ これほ ど加盟が遅れたのか を考えてみよう。WTO未加盟国の中で最大
であるばか りか,加 盟申請か らすでに10年,WP報告書案提出か ら2年を経ている。これは,
中国と並 んで長い。その原因としては,や は り大国であること,ま た,社 会主義経済の経験が
長 く深いため,制 度改革に長期 間を要 した ということがある。
しか しそれ以上 に決定的であったのは,「4」で指摘 したように,「WTO加盟による貿易 自由
化は,経 済成長にそれほど大 きな影響を及ぼさない」 と見られていることである。つまり,資
源大国ロシアにとってWTOに加盟 しな くても直接的な不都合は生 じない というのである(加
藤,2004)。
そのことが,ロ シア政府の加盟交渉方針に反映 していた。すなわち,2004年1月時点で も,
ロシア連邦経済発展省貿易政策 ・多国間交渉部は,今 後の加盟交渉に関するロシアの方針につ
いて,次 の ように述べている。「ロシアはあ らゆる条件のもとでWTOに 加盟するつ もりはな
い,と い うことを強調する必要がある。すべての加盟条件に関する潜在的な義務(関 税,農 業
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分野での義務,サ ービス市場へのアクセス,制 度問題)は,経 済の現状 と経済発展の展望に基
づ くもの となり,適正な競争環境の維持の下で国内生産者の必要な保護 を確保するであろう」
(httwwwwtorurusslaasりf』dela&t=11,2004年4月15日アクセス)。もしそ うならなけれ
ば 「加盟交渉がいつまで長引いてもかまわない」 というような発言は,繰 り返 し,交渉担当者
たちの口か ら出ていた。このような姿勢は,国 内世論への配慮の結果で もあったろうが,そ の
ような強い姿勢 を取れる経済構造上の背景 もあったのである。このことは,す でに加盟 してい
る中東欧諸国とは異 なる条件である。
また,こ れ も 「5」で触れたが,CIS諸国とのソ連時代以来の経済関係があり,こ の関係の
維持 ・発展 のためにはWTO加盟 は必ず しも必要でな く,む しろ加盟はその障害にす らなりえ
たことも加盟を遅 らせた重要な要因である。
次 に,なぜ今交渉は妥結 しそうなのかを考えてみよう。直接的には,外 交上の要因,国 内政
治上の要因が最 も重要かもしれない。すなわち,イ ラク ・アフガニス タンにおける戦争,環 境
問題 に関する京都議定書批 准問題などとの関係で,米 国 ・EUがロシアのWTO加 盟に積極的
な姿勢を≧るようになったこと,プ ーチン政権が硬軟取 り混ぜた政策で財界をコン トロールで
きるようになったこと,な どである。
だがロシア政府自身,や はり加盟を急 ぎた くなるような事情 も生まれていた。すなわち,中
東欧諸国のEU加 盟,さ らにはCIS諸国のWTO加 盟の進展である。この ような状況の中で
WTO非加盟 を続けることは,資 源大国であ り,CIS諸国の リーダーであるとはいえ,や は り
ロシアにとっても不都合である。
財界の立場か らすると,「6」,「7」で見 たように,ロ ビー活動を通 じて加盟交渉の過程に相
当な影響力 を行使することがで きた。 また,そ の間に業界,企 業がそれぞれにWTO加盟に向
けて競争力向上の努力を始めた。実際,上 述のように,2001年ごろの企業アンケー ト調査の
結果では,多 くの企業が,加 盟するのなら準備期間をおいて2006年ごろに,と 答えていたの
である。加盟条件の詳細は,加 盟後でないと公表 されないが,財 界は政府からの情報 により,
満足すべ き加盟条件 を確保できた と判断 しているように思える。
このようにして,長 期にわたる準備 と交渉の末,ロ シアはWTO加 盟 を目前 に控 えている。
グローバル化にゆっ くりと対応 したことは,一 面ではロシアの国力のおかげであ り,急速な変
化による痛みか ら企業 と国民 を救ったかもしれないが,他 面ではロシアの経済の変革を遅らせ
ることになったように思われる。
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